
（平成２４年９月５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認山口地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件



                      

山口厚生年金 事案 1166 

 

第１ 委員会の結論 

 申立期間②のうち、平成 15 年４月１日から 16 年９月１日までの期間及び

17 年 12 月１日から 18 年９月１日までの期間について、事業主が社会保険事

務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額で

あったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、

15 年４月から 16 年８月までは 36 万円、17 年 12 月から 18 年８月までは 34

万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間②のうち、平成 16 年９月１日から 17 年 12 月１日までの期

間及び 18 年９月１日から 21 年９月１日までの期間について、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、16 年

９月から同年 11 月までは 34 万円、同年 12 月から 17 年 11 月までは 32 万円、

18 年９月から 19 年 10 月までは 34 万円、同年 11 月から 21 年１月までは 36

万円、同年２月は 34 万円、同年３月から同年８月までは 36 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 12年 10月１日から 14年８月１日まで 

② 平成 15年４月１日から 21年９月１日まで 

 私は、Ａ社に勤務しているが、申立期間①及び②について、オンライン

記録の標準報酬月額が給与から控除されている厚生年金保険料に見合う標

準報酬月額より低く記録されているので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ オンライン記録によると、申立期間②のうち、平成 15 年４月から 16 年

８月までの標準報酬月額については、当初 36 万円と記録されていたが、16

  



                      

  

年２月９日付けで、15 年４月１日に遡って 20 万円に引き下げられている

こと、及び申立期間②のうち、17 年 12 月から 18 年８月までの標準報酬月

額については、当初 34 万円と記録されていたが、同年１月 12 日付けで、

17年 12月１日に遡って 20万円に引き下げられていることが確認できる。 

  また、申立人と同様に平成 16 年２月９日付けで 15 年４月１日に遡って

標準報酬月額が引き下げられている同僚が 18 人、及び 18 年１月 12 日付け

で 17 年 12 月１日に遡って標準報酬月額が引き下げられている同僚が 24 人

確認できる。 

  さらに、申立事業所は、滞納処分票により、当該遡及訂正処理当時にお

いて厚生年金保険料の滞納があったことが確認できる。 

加えて、Ｂ市から提出された市県民税所得・課税証明書において確認で

きる平成 15 年から 18 年までの給与支給額に市県民所得税の課税対象外で

ある通勤手当（月額２万 4,000 円）を加えて試算した申立人の報酬月額は、

16 年２月９日付け及び 18 年１月 12 日付け遡及訂正処理により決定された
か い り

標準報酬月額（20 万円）と大きく乖離している上、当該遡及訂正処理前の

標準報酬月額とほぼ同額となっている。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成 16 年２月９日付け及び 18 年

１月 12 日付けで行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、

社会保険事務所が行った当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な

記録訂正があったとは認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果

として記録されている 15 年４月１日から 16 年９月１日までの期間及び 17

年 12 月１日から 18 年９月１日までの期間に係る標準報酬月額は、事業主

が社会保険事務所に当初届け出た 15 年４月から 16 年８月までは 36 万円、

17 年 12 月から 18 年８月までは 34 万円に訂正することが必要と認められ

る。    

 ２ 申立人は申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立期間②のうち、平成 16 年９月１日から 17 年 12 月１日

までの期間及び 18 年９月１日から 21 年９月１日までの期間に係る標準報

酬月額については、申立人が所持している給与明細書、申立事業所が保管

している申立人の賃金台帳及びＢ市から提出された市県民税所得・課税証

明書等において確認又は推認できる保険料控除額から、16 年９月から同年

11 月までは 34 万円、同年 12 月から 17 年 11 月までは 32 万円、18 年９月

から 19 年 10 月までは 34 万円、同年 11 月から 21 年１月までは 36 万円、



                      

  

同年２月は 34 万円、同年３月から同年８月までは 36 万円とすることが妥

当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明と回答しているが、申立事業所から提出された平成 17 年 12

月随時改定に係る健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額変更訂正届及び

同訂正理由書が保存されている上、給与明細書等において確認又は推認で

きる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されてい

る標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、給

与明細書等で確認又は推認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

３ 一方、申立期間①については、社会保険事務所が申立人の標準報酬月額

の記録を遡及して取消し又は訂正した形跡は見当たらない。 

また、申立人は、当該期間に係る給与明細書を所持しておらず、事業主

も当該期間に係る賃金台帳等の資料を保存していない上、Ｂ市は、平成 14

年以前の市県民税の課税の基礎となる所得金額等の資料を保存していない

ことから、申立人の報酬月額及び保険料控除額を確認又は推認することが

できない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が、申立期間①において、厚生年金保険被保険者として

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

山口厚生年金 事案 1167 

 

第１ 委員会の結論 

 申立期間のうち、平成 15 年４月１日から 16 年９月１日までの期間及び 17

年 12 月１日から 18 年９月１日までの期間について、事業主が社会保険事務

所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であ

ったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、15

年４月から同年８月までは 41 万円、同年９月から 16 年８月までは 44 万円、

17年 12月から 18年８月までは 41万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 16 年９月１日から 17 年 12 月１日までの期間、

18 年９月１日から 20 年９月１日までの期間及び同年 10 月１日から 21 年９

月１日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当

該期間の標準報酬月額に係る記録を、16 年９月から同年 11 月までは 41 万円、

同年 12月から 17年 11月までは 44万円、18年９月から 19 年 11 月までは 41

万円、同年 12 月は 44 万円、20 年１月及び同年２月は 36 万円、同年３月か

ら同年８月まで、同年 10 月及び同年 11 月は 41 万円、同年 12 月は 44 万円、

21 年１月は 41 万円、同年２月は 36 万円、同年３月から同年８月までは 41

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 15年４月１日から 21年９月１日まで 

 私は、Ａ社に勤務しているが、申立期間について、オンライン記録の標

準報酬月額が給与から控除されている厚生年金保険料に見合う標準報酬月

額より低く記録されているので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ オンライン記録によると、申立期間のうち、平成 15 年４月から同年８月



                      

 

までの標準報酬月額については、当初 41 万円、同年９月から 16 年８月ま

での標準報酬月額については、当初 44 万円と記録されていたが、16 年２

月９日付けで、15 年４月１日に遡っていずれも 20 万円に引き下げられて

いること、及び申立期間のうち、17 年 12 月から 18 年８月までの標準報酬

月額については、当初 41 万円と記録されていたが、同年１月 12 日付けで、

17年 12月１日に遡って 20万円に引き下げられていることが確認できる。 

  また、申立人と同様に平成 16 年２月９日付けで 15 年４月１日に遡って

標準報酬月額が引き下げられている同僚が 18 人、及び 18 年１月 12 日付け

で 17 年 12 月１日に遡って標準報酬月額が引き下げられている同僚が 24 人

確認できる。 

  さらに、申立事業所は、滞納処分票により、当該遡及訂正処理当時にお

いて厚生年金保険料の滞納があったことが確認できる。 

加えて、Ｂ市から提出された市県民税所得・課税証明書において確認で

きる平成 15 年から 18 年までの給与支給額に市県民所得税の課税対象外で

ある通勤手当（月額２万 4,000 円）を加えて試算した申立人の報酬月額は、

16 年２月９日付け及び 18 年１月 12 日付け遡及訂正処理により決定された
か い り

標準報酬月額（20 万円）と大きく乖離している上、当該遡及訂正処理前の

標準報酬月額とほぼ同額となっている。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成 16 年２月９日付け及び 18 年

1 月 12 日付けで行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、

社会保険事務所が行った当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な

記録訂正があったとは認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果

として記録されている 15 年４月１日から 16 年９月１日までの期間及び 17

年 12 月１日から 18 年９月１日までの期間に係る標準報酬月額は、事業主

が社会保険事務所に当初届け出た 15 年４月から同年８月までは 41 万円、

同年９月から 16 年８月までは 44 万円、17年 12 月から 18 年８月までは 41

万円に訂正することが必要と認められる。    

 ２ 申立人は申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立期間のうち、平成 16 年９月１日から 17 年 12 月１日

までの期間、18 年９月１日から 20 年９月１日までの期間及び同年 10 月１

日から 21 年９月１日までの期間に係る標準報酬月額については、申立人が

所持している給与明細書、申立事業所が保管している申立人の賃金台帳及

びＢ市から提出された市県民税所得・課税証明書等において確認又は推認

 



                      

  

できる保険料控除額から 16 年９月から同年 11 月までは 41 万円、同年 12

月から 17 年 11 月までは 44 万円、18 年９月から 19 年 11 月までは 41 万円、

同年 12 月は 44 万円、20 年１月及び同年２月は 36 万円、同年３月から同

年８月まで、同年 10月及び同年 11 月は 41万円、同年 12 月は 44万円、21

年１月は 41 万円、同年２月は 36 万円、同年３月から同年８月までは 41 万

円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明と回答しているが、申立事業所から提出された平成 17 年 12

月随時改定に係る健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額変更訂正届及び

同訂正理由書が保存されている上、給与明細書等において確認又は推認で

きる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されてい

る標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、給

与明細書等で確認又は推認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 20 年９月１日から同年 10 月１日までの期

間については、申立人が所持している給与明細書及び申立事業所が保管し

ている賃金台帳により確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準

報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額と比べて低額であることが確

認できることから記録の訂正は行わない。 

 



                      

  

山口厚生年金 事案 1168 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 35 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月 30日から同年５月１日まで 

    私は、Ａ事業所からＢ社Ｃ事業所（現在は、Ｂ社）に異動しているが、

そのときの厚生年金保険の被保険者記録は、Ａ事業所の資格喪失日が昭和

35 年４月 30 日、同社Ｃ事業所の資格取得日が同年５月１日となっている

ため、１か月の空白期間が生じている。 

しかし、私は、申立期間も継続してＢ社に勤務しており、厚生年金保険

被保険者期間に空白があることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｂ社から提出された人事記録（異動歴情報）及び雇用保険の被保険者記録

から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 35 年５月１日にＡ

事業所から同社Ｃ事業所へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭

和 35年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、「当時の資料が無いため不明である。」としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 35 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所がこれを同年４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、



                      

  

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

山口厚生年金 事案 1169 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 35 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月 30日から同年５月１日まで 

    私は、Ａ事業所からＢ社Ｃ事業所（現在は、Ｂ社）に異動しているが、

そのときの厚生年金保険の被保険者記録は、Ａ事業所の資格喪失日が昭和

35 年４月 30 日、同社Ｃ事業所の資格取得日が同年５月１日となっている

ため、１か月の空白期間が生じている。 

しかし、私は、申立期間も継続してＢ社に勤務しており、厚生年金保険

被保険者期間に空白があることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｂ社から提出された人事記録及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、

申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 35 年５月１日にＡ事業所から同社Ｃ

事業所へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭

和 35年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、「当時の資料が無いため不明である。」としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 35 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所がこれを同年４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、



                      

  

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

山口厚生年金 事案 1170 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 35 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月 30日から同年５月１日まで 

    私は、Ａ事業所からＢ社Ｃ事業所（現在は、Ｂ社）に異動しているが、

そのときの厚生年金保険の被保険者記録は、Ａ事業所の資格喪失日が昭和

35 年４月 30 日、同社Ｃ事業所の資格取得日が同年５月１日となっている

ため、１か月の空白期間が生じている。 

しかし、私は、申立期間も継続してＢ社に勤務しており、厚生年金保険

被保険者期間に空白があることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｂ社から提出された人事記録（異動歴情報）及び雇用保険の被保険者記録

から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 35 年５月１日にＡ

事業所から同社Ｃ事業所へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭

和 35年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、「当時の資料が無いため不明である。」としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 35 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所がこれを同年４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、

  



                      

  

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



山口国民年金 事案 744 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年９月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年９月から 50年３月まで 

私は、申立期間は、Ａ市の実家で自営業を営む両親と同居しており、私

の国民年金の加入手続は、私が 20 歳となった昭和 47 年頃に私の母親（故

人）が行ってくれ、申立期間の国民年金保険料は、家族全員（申立人、申

立人の両親及び妹の４人）の保険料を納付していた母親が、実家に立ち寄

っていたＡ信用金庫Ｂ支店の職員又は地区の集金人に納付していた記憶が

あるので、申立期間の保険料の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続は、昭和 47 年頃、母親が行ってくれたと主

張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番

号払出簿及びＡ市が保管している申立人の国民年金被保険者資格の取得に係

る異動連絡票により、51 年３月 22 日にＡ市で払い出されており、同日に加

入手続が行われたと推認される上、申立人の被保険者資格の取得日は、申立

人が 20 歳に到達する 47 年＊月＊日まで遡ったことが確認でき、申立内容と

符合しない。 

また、上記加入手続時点では、申立期間のうち、昭和 47 年９月から 48 年

12 月までの保険料は、制度上、時効により納付できず、49 年１月から 50 年

３月までの保険料は過年度納付が可能であるが、Ａ市が保管している被保険

者名簿において、申立期間の保険料は未納と記録されており、申立人の特殊

台帳及びオンライン記録と一致している。 

さらに、申立人の妹の手帳記号番号は、申立人の手帳記号番号と連番で払

い出されていることから、申立人と妹の国民年金の加入手続は同日（昭和 51

年３月 22 日）に行われたと推認されるところ、母親が申立人と同様に保険料

  



  

を納付していたとする妹の納付記録は、被保険者名簿において、申立人と同

様に当該手続時点で過年度（昭和 50 年１月から同年３月まで）となる保険料

は未納となっており、このことについて妹は、「私がＣ県からＡ市に帰って

働き出した昭和 50 年４月から、母が私の保険料を納付してくれたものと思っ

ている。」と回答している。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておら

ず、これらを行ったとする母親は既に死亡しているため、申立期間に係る保

険料の納付状況を確認することができない上、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立期間の保険料が納付されていたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料が納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

山口厚生年金 事案 1171 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①、②、③及び④について、船員保険被保険者として

船員保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡）  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 25年 11月７日から同年 12月１日まで 

② 昭和 25年 12月 11日から 26年３月５日まで 

③ 昭和 26年３月 16日から同年５月７日まで 

④ 昭和 27年３月 17日から同年３月 26日まで 

私の夫が所持していた船員手帳によると、夫は、申立期間①及び③にお

いてはＡ社が所有するＢ丸に給仕として、申立期間②においてはＣ社Ｄ支

社（現在は、Ｅ社）が所有するＦ丸に調理手として、申立期間④において

はＧ社（現在は、Ｈ社）が所有するＩ丸に司厨長として乗船していたこと

が確認できるのに、当該期間の船員保険の被保険者記録が無いことは納得

できない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び③について、申立人が所持する船員手帳の記録から、申

立人がＡ社のＢ丸に乗船していたことが確認できる。 

しかしながら、前述の船員手帳に記載されている船長２人は、Ａ社のＢ

丸に係る船員保険被保険者名簿において被保険者記録が確認できるが、連

絡先は不明である上、同社は昭和 49 年 10 月１日に解散しており、申立人

に係る船員保険の加入状況及び保険料控除について確認できない。 

また、前述の被保険者名簿において、申立期間①又は③に被保険者記録

が確認できる者のうち連絡先が判明した８人に照会し５人から回答を得た

が、申立人に係る船員保険の加入状況及び保険料控除に関する供述は得ら



                      

れない。 

さらに、Ａ社に係る被保険者名簿（前述の被保険者名簿を含む。）にお

いて、申立期間①及び③の期間に申立人の名前は見当たらず、整理番号の

欠番も無い。 

２ 申立期間②について、申立人が所持する船員手帳の記録から、申立人が

Ｃ社Ｄ支社のＦ丸に乗船していたことが確認できる。 

しかしながら、前述の船員手帳に記載されている船長は、Ｃ社Ｄ支社の

「Ｆ丸予備員」に係る船員保険被保険者名簿及び同社同支社の記号化後の

船名別になっていない被保険者名簿において被保険者記録が確認できるが、

既に死亡しており、申立人に係る船員保険の加入状況及び保険料控除を確

認できない。 

また、Ｅ社は、「現在残っているＣ社Ｄ支社の名簿に申立人の名前が無

いため、申立人の勤務実態、船員保険に係る届出及び保険料控除について

は不明である。」と回答している。 

さらに、Ｃ社Ｄ支社のＦ丸及び「Ｆ丸予備員」に係る被保険者名簿にお

いて、被保険者資格を取得している者のうち連絡先が判明した５人、及び

前述の記号化後の被保険者名簿において、昭和 25 年 10 月１日から 26 年３

月 31 日までに被保険者資格を取得している者のうち連絡先が判明した６人

の計 11 人に照会し９人から回答を得たが、申立人に係る船員保険の加入状

況及び保険料控除に関する供述は得られない。 

３ 申立期間④について、申立人が所持する船員手帳の記録から、申立人が

Ｇ社（現在は、Ｈ社）のＩ丸に乗船していたことが確認できる。 

しかしながら、前述の船員手帳に記載されている船長は、既に死亡して

おり、ほかにＩ丸に乗船していた者は不明であるため、申立人に係る船員

保険の加入状況及び保険料控除について確認できない。 

また、船舶所有者名簿にＧ社の名前は見当たらず、前述の船長にも申立

期間④に係る船員保険の被保険者記録は無いことから、申立期間④におい

て、申立人が船員保険被保険者として保険料を給与から控除されていたと

は考え難い。 

さらに、Ｈ社は、「申立人の勤務実態及び船員保険の適用については不

明である。」と回答している。 

４ なお、船員手帳の雇入契約の記載は、船員法に基づき、海上労働の特殊

性を考慮し労働者保護の実効性を期すため、船員が船舶に乗り組む前に行

政庁があらかじめその労働契約の適法性を確認するために設けている労働

契約の公認制度であり、必ずしも船員保険の加入期間と一致するものでは

ない。 

このほか、申立期間①、②、③及び④に係る船員保険料が控除されてい

たことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  



                      

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間①、②、③及び④に係る船員

保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 




